
主要な業務の状況を示す指標

（注）1．「業務粗利益」とは、預金、貸出金、有価証券などの利息収支
を示す「資金利益」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等
利益」、債券などの売買益を示す「その他業務利益」の合計です。

　　　　　　　　　         業務粗利益
2．業務粗利益率 ＝　　　　　　　　　　　　× 100

　　　　　　　　     　　資金運用勘定平均残高 
3．資金利ざや ＝ 資金運用利回り － 資金調達原価率

　　　　　　　　　　　　　  経常利益（又は当期純利益）
4．総資産経常利益率 ＝　　　　　　　　　　　　　　× 100
  （又は総資産当期純利益率）　 総資産（除く債務保証見返）平均残高

2017年度 2016年度項　　　　目
（単位：百万円）

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 業 務 収 支

資 金 運 用 勘 定 平 均 残 高

資 金 運 用 収 益（ 受 取 利 息 ）

資 金 運 用 収 益 増 減（ △ ）額

資 金 運 用 利 回 り

資 金 調 達 勘 定 平 均 残 高

資 金 調 達 費 用（ 支 払 利 息 ）

資 金 調 達 費 用 増 減（ △ ）額

資 金 調 達 利 回 り

資 金 調 達 原 価 率

資 金 利 ざ や

総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

2017年度末項　　目 2016年度末

金利リスク量

（単位：百万円）

■金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに
　対する損益又は経済的価値の増減額（金利リスク量）

金利リスクに関する事項

（注）手形貸付、当座貸越は「固定金利貸出金」、固定金利選択型住宅
ローンは「変動金利貸出金」としております。

（単位：百万円）

項　　　目 2016年度末

固 定 金 利 貸 出 金

変 動 金 利 貸 出 金

合　　計

■貸出金の固定金利・変動金利別内訳残高

（単位：百万円）

項　　　目 2016年度末

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小　　計

保 証

信 用

合　　計

■貸出金担保種類別内訳残高

（単位：百万円）

項　　　目

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小　　計

保 証

信 用

合　　計

2016年度末

■債務保証見返勘定の担保種類別内訳残高

（単位：％）

項　　　目

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度 2016年度

預 貸 率（期　末　値）

預 貸 率（期中平均値）

■預貸率

（単位：百万円）

項　　　目

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

割 引 手 形

合　　計

■貸出金科目別内訳（平均残高）
貸出金等に関する指標

会員 百万円 ％
団 体 会 員

個 人 会 員

合　　計

民 間 労 働 組 合

民間以外の労働組合
及び公務員の団体
生 活 協 同 組 合

そ の 他 の 団 体

区　　　分
会員数 出資金額

2017年度末 2016年度末

出資割合
会員 百万円 ％

会員数 出資金額 出資割合

会員・出資金の内訳

［金利リスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要］
　金利リスクは、適切なリスク・コントロールにより安定的な
収益を確保する経営管理方針のもと、関係規程でリスクリミ
ットを設定し、金利リスク量が配分された自己資本リスクリ
ミットを超過しないよう管理しています。　
　金利リスク量は、月次で計測・分析し、代表理事全員が参
加する統合的リスク管理委員会、ALM委員会および理事会
に報告しています。

［オペレーショナル･リスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要］

オペレーショナル･リスクに関する事項

　当金庫では、事務リスク・システムリスク・法務リスク・人
的リスク・有形資産リスク・風評リスク・危機管理をオペレー
ショナル・リスクとして定義し、理事会で定めた経営管理方
針および関連規程に基づいて管理しています。　
　事務リスクについては、事務手続の定型化・標準化等に
より規程類の整備を進めているほか、本部主管部による臨
店指導や教育研修の実施などにより態勢整備をはかってい
ます。　
　システムリスクについては、当金庫が委託している労働金
庫総合事務センターが機能停止した場合でもバックアップセ
ンターにより業務継続が可能な体制を確保するとともに、業
務継続マニュアルの周知徹底や定期的な訓練実施のほか、
セキュリティポリシーに基づく情報資産の適切な利用と保護
のための安全対策を実施しています。　
　そのほか各オペレーショナル・リスクについては、年2回主
管部による自己評価を行い、その内容を統合的リスク管理委
員会で協議・検討して改善をはかっています。

［オペレーショナル･リスク相当額の算出に使用する手法の名称］
　当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相
当額を算出しています。

［派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手の
リスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要］

［金庫が内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要］

（注）コア預金とは、明確な金利改定期間がなく預金者の要求によっ
て随時払出される要求払預金のうち、払出されることなく長期間
金融機関に滞留する預金のことです。

　当金庫では、統計的手法であるVaR（バリュー・アット・リ
スク）によって金利リスク量を算出しています。　　
　VaRの計測は「分散共分散法」により行い、保有期間は1年
（240日間）、観測期間は5年間（1200営業日）、信頼区間
は片側99％としています。　
　なお、要求払預金の金利リスク量の算出にあたっては、滞
留期間を考慮したコア預金内部モデルを用いています。（注）
　また、住宅ローン等については、過去の実績に基づくプリ
ペイメント（期限前返済）モデルを用いて算定しています。

［アウトライヤー基準の金利リスク量］

（単位：百万円）
2017年度末項　　　目 2016年度末

金利上昇
金利低下

経済価値の変化額

金利リスク量　経済価値減少額 
自己資本額 
アウトライヤー比率 ／

（注）金利変動幅として、保有期間1年、観測期間5年で計測される金
利変動の1パーセンタイル値と99パーセンタイル値を採用してい
ます。

　　　なお、「パーセンタイル値」の算出方法は以下のとおりです。
　　（1）期間ごとの市場金利について、1年前の営業日との金利差を
 5年分、延べ1200営業日分のデータとして集めます。
　　（2）集めたデータを値の小さい順に並び替えます。
　　（3）並び替えたデータのうち、小さい方から1％目（12番目）の
 数値を1パーセンタイル値、99％目（1188番目）の数値を99 

 パーセンタイル値として採用します。

　当金庫では、GPS方式により金利リスク量を算出してい
ます。GPS（グリッド・ポイント・センシティビティ）とは、期
間（グリッド）ごとの金利変動（注）に対する資産・負債・オ
フバランス取引の現在価値の変化額のことです。　
　また、要求払預金の金利リスク量の算出にあたっては、滞
留期間を考慮したコア預金内部モデルを用いています。

2017年度 2016年度

（単位：百万円）
2017年度末 2016年度末
派生商品取引 派生商品取引

項　　　　目

グ ロ ス 再 構 築 コ スト の 額
グ ロ ス の ア ド オ ン の 額
グロス の 与 信 相 当 額 ＋
ネッティングによる与信相当額の削減額
担保による信用リスク削減手法の
効果勘案前の与信相当額

外 国 為 替 関 連 取 引
株 式 関 連 取 引

担 　 　 保 　 　 の 　 　 額 
担保による信用リスク削減手法の
効果勘案後の与信相当額

（注）与信相当額は、カレント・エクスポージャー方式を用いて算出して
います。

■与信相当額等

派生商品取引および長期決済期間取引の
取引相手のリスクに関する事項

3,432

366,262

9,384

－

379,079

業務実績

62,155

316,159

378,315

10,981

－

－

301,989

23

312,995

65,252

67

378,315

－

－

－

－

－

－

－

7

7

48.37

48.20

3,125

367,209

8,369

－

378,704

9,160　

1.08%

10,096　

△ 1,065　

129　

840,510　

10,427　

57　

1.24%

785,659　

331　

△ 35　

0.04%

0.93%

0.31%

0.24%

0.17%

2,246

843

369

15

1,019

4,779

7,025

4,848

1,902

2,555

76

314

114

4,962

97.70

38.33

51.49

1.53

6.32

2.29

100.00

△2,523　
5,725　
2,523　

64,887　
3.89％

　当金庫では、毎年度策定する「余裕金運用方針」で、余裕金運
用に係るデリバティブ取引は原則として行わないこととしており、
主体的に取り組んでいる派生商品取引はありません。ただし、保
有している投資信託に含まれている場合がありますが、購入枠を
設定していることからリスクは限定されています。なお、余裕金
運用以外では、以下の派生商品取引を利用しています。
・先物為替予約取引…将来の一定期日に一定の為替相場で対価の

受払いを約束する取引を先物為替予約取引といいます。当金庫
では、お客様が預け入れしている外貨定期預金について、お客様
と為替予約（先物買い予約）を締結した場合に、同時に同期間
の労働金庫連合会への外貨定期預け金に同額の為替予約（先
物売り予約）を行うことで為替変動リスクを回避しています。

　上記のとおり、派生商品取引等に係るリスクは限定的であるこ
とから、担保による保全およびリスク資本の割当については行っ
ておりません。また、長期決済期間取引の取扱いはありません。

4
4
9

ー

9

1
7

ー

9

7,5466,145

△3,535　
3,828　
3,535　

65,982　
5.36％

1
3
4

ー

4

1
3

ー

4

9,070　

1.05%

9,950　

△ 1,031　

150　

858,307　

10,252　

△ 175　

1.19%

801,309　

302　

△ 29　

0.03%

0.90%

0.29%

0.23%

0.16%

67,185

313,409

380,594

11,064

－

－

297,690

22

308,777

71,814

2

380,594

－

－

－

－

－

－

－

6

6

47.71

47.30

2,182

835

362

16

969

4,573

6,755

4,846

1,902

2,558

76

308

108

4,955

97.80

38.38

51.62

1.53

6.21

2.17

100.00
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項　　　　目
構成比 構成比金　額 金　額

（単位：百万円、％）

賃 金 手 当 対 策 資 金

生 活 資 金

カ ード ロ ー ン

教 育 ロ ー ン

そ の 他

運 営 資 金

設 備 資 金

運 営 資 金

設 備 資 金

一般住宅資金

住宅事業資金

合　　計

福利共済
資　　金

生協資金

住宅資金

■貸出金使途別内訳残高

金融再生法に基づく資産査定等の状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）

項　　　　目

金 融 再 生 法 上 の 不 良 債 権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

保  　 　 　  全 　 　 　  額   

担保・保証等による回収見込額

貸 倒 引 当 金

保　  全　  率　 

正 常 債 権

合　　計 

金融再生法上の不良債権比率

（注） 金額は決算後（償却後）の計数です。

■金融機能の再生のための緊急措置に関する
　法律第7条の規定に基づく「資産の査定の公表」 

項　　　　目

会　　員　　等

会　　員　　外

合　　計

構成比 構成比金　額 金　額

（単位：百万円、％）

業

種

別

内

訳

民 間 労 働 組 合

民間以外の労働組合及び公務員の団体

消費生活協同組合及び連合会

そ の 他 の 団 体

《 間 接 構 成 員 》

個 人 会 員

預 金 積 金 担 保 貸 出

そ の 他

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

建 設 業

情 報 通 信 業

運輸業、郵便業

金融業、保険業

医 療 、 福 祉

サ ー ビ ス 業

国・地方公共団体

個 人

そ の 他

電気・ガス・
熱供給・水道業

鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業

卸売業、小売業、宿泊
業、飲食サービス業

不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

■貸出金貸出先別・業種別内訳残高

（単位：百万円）

項　　　　目

リ ス ク 管 理 債 権 合 計

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 カ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権
保 全 額

担保・保証等による回収見込額

貸 倒 引 当 金

保 　 　 全 　 　 率 　

貸 出 金 残 高

リスク 管 理 債 権 比 率

■リスク管理債権の状況
不良債権の状況

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

「リスク管理債権」とは

「破綻先債権」とは

「延滞債権」とは

「3カ月以上延滞債権」とは

　何らかの理由により、返済されない等の貸出金のことで、現在、決算時に
各金融機関が公表しているリスク管理債権には、「破綻先債権」「延滞債権」

「3カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」があります。

　借り手の倒産（個人の場合は自己破産も）などにより、ろうきんにとって、
返済を受けることが困難になる可能性が高い貸出金のことです。

　今後上記の「破綻先債権」となる可能性が大きい貸出金、あるいは法的・形
式的な破綻の事実は発生していないものの、実質的には自己破産の状態に
陥っている借り手の貸出金のことです。ろうきんにとっては、収入を生まない
貸出金であり、｢将来において償却すべき貸出金に変わる可能性の高い債
権」ということになります。

　借り手に収入が入って来なくなる（会社の業績不振等）などの理由で、ろ
うきんが元金または利息の支払いを3カ月以上受けていない貸出金のこと
です。正常に返済される貸出金以上に、相当の注意をもって管理することが
求められる貸出金です。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由によって経営破綻に陥っている借り手に対する債権および
これに準ずる債権のことです。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、借り手が経営破綻の状態には至っていないもの
の、財務状態・経営成績が悪化して契約に従った債権の元本の回収と利息の
受取りができない可能性が高い債権のことです。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」および「要管理債権」を除いたもので、借り手の財務状態および経営成
績に特に問題がない債権のことです。

　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「要管理債
権」のうち、預金、有価証券および不動産等の確実な担保ならびに保証機関
等確実な保証先による保証により回収が可能と見込まれる金額のことです。

　将来、債権が回収できなくなる可能性に備えて計上する引当金のことで、
「個別貸倒引当金」と「一般貸倒引当金」があります。貸借対照表上の資産の
部に予め控除項目として表示（△）します。
　「個別貸倒引当金」とは、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危険
債権」について、借り手の資産状況や支払い能力からみて債権の相当部分
が回収できないと見込まれることが明らかになった場合、債権額の一部また
は全部に相当する金額を計上する貸倒引当金のことです。
　「一般貸倒引当金」とは、「要管理債権」について、過去の貸倒実績から求め
た予想損失率に基づいて算定した金額を計上する貸倒引当金のことです。
　なお、引当基準については、貸借対照表の注記事項をご覧ください。

　貸出金のうち、上記の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危険債
権」を除いた「3カ月以上延滞債権」と「貸出条件緩和債権」の合計額のこと
です。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは

「危険債権」とは

「要管理債権」とは

「正常債権」とは

「担保・保証等による回収見込額」とは

「貸倒引当金」とは

　リスク管理債権のうち、預金、有価証券および不動産等の確実な担保なら
びに保証機関等の確実な保証先による保証により回収が可能と見込まれる
金額です。

　将来、債権が回収できなくなる可能性に備えて計上する引当金のことで、
「個別貸倒引当金」と「一般貸倒引当金」があります。貸借対照表上の資産の
部に予め控除項目として表示（△）します。
　「個別貸倒引当金」とは、「破綻先債権」と「延滞債権」について、借り手の資
産状況や支払い能力からみて債権の相当部分が回収できないと見込まれる
ことが明らかになった場合、債権額の一部または全部に相当する金額を計上
する貸倒引当金のことです。
　「一般貸倒引当金」とは、「3カ月以上延滞債権」と「貸出条件緩和債権」につ
いて、過去の貸倒実績から求めた予想損失率に基づいて算定した金額を計
上する貸倒引当金のことです。
　なお、引当基準については、貸借対照表の注記事項をご覧ください。

「担保・保証等による回収見込額」とは

「貸倒引当金」とは

「貸出条件緩和債権」とは
　借り手の経営再建または支援を図り、貸出金の回収を促進することなど
を目的として、貸出金利の減免や利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄など、借り手に有利となる取決めを行っている貸出金のことです。(ただ
し、借り手に有利な条件であっても、再建・支援目的でなければ、「貸出条件
緩和債権」には該当しません。) 貸し出したお金は回収されることを前提とし
ている点で、「破綻先債権」と異なります。

貸出金残高に占めるリスク管理債権の割合は0.52％です。
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　2017年度末のリスク管理債権合計は19億98百万円で、貸
出金残高3,805億94百万円に占める割合（リスク管理債権比
率）は0.52％となっています。
　リスク管理債権の内訳は、「破綻先債権」が2億11百万円、
「延滞債権」が16億44百万円、「3カ月以上延滞債権」が1億
42百万円となっています。なお、｢貸出条件緩和債権｣につい
ては、該当がありませんでした。
　リスク管理債権合計19億98百万円に対して、担保･保証等
による回収見込額が19億27百万円となっています。また、
「貸倒引当金」を70百万円引き当てています。その結果、保
全額は19億97百万円となり、リスク管理債権合計の99.94％
をカバーしています。
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項　　　　目
構成比 構成比金　額 金　額

（単位：百万円、％）

賃 金 手 当 対 策 資 金

生 活 資 金

カ ード ロ ー ン

教 育 ロ ー ン

そ の 他

運 営 資 金

設 備 資 金

運 営 資 金

設 備 資 金

一般住宅資金

住宅事業資金

合　　計

福利共済
資　　金

生協資金

住宅資金

■貸出金使途別内訳残高

金融再生法に基づく資産査定等の状況は以下のとおりです。

（単位：百万円）

項　　　　目

金 融 再 生 法 上 の 不 良 債 権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

保  　 　 　  全 　 　 　  額   

担保・保証等による回収見込額

貸 倒 引 当 金

保　  全　  率　 

正 常 債 権

合　　計 

金融再生法上の不良債権比率

（注） 金額は決算後（償却後）の計数です。

■金融機能の再生のための緊急措置に関する
　法律第7条の規定に基づく「資産の査定の公表」 

項　　　　目

会　　員　　等

会　　員　　外

合　　計

構成比 構成比金　額 金　額

（単位：百万円、％）

業

種

別

内

訳

民 間 労 働 組 合

民間以外の労働組合及び公務員の団体

消費生活協同組合及び連合会

そ の 他 の 団 体

《 間 接 構 成 員 》

個 人 会 員

預 金 積 金 担 保 貸 出

そ の 他

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

建 設 業

情 報 通 信 業

運輸業、郵便業

金融業、保険業

医 療 、 福 祉

サ ー ビ ス 業

国・地方公共団体

個 人

そ の 他

電気・ガス・
熱供給・水道業

鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業

卸売業、小売業、宿泊
業、飲食サービス業

不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

■貸出金貸出先別・業種別内訳残高

（単位：百万円）

項　　　　目

リ ス ク 管 理 債 権 合 計

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 カ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権
保 全 額

担保・保証等による回収見込額

貸 倒 引 当 金

保 　 　 全 　 　 率 　

貸 出 金 残 高

リスク 管 理 債 権 比 率

■リスク管理債権の状況
不良債権の状況

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

2017年度末 2016年度末

「リスク管理債権」とは

「破綻先債権」とは

「延滞債権」とは

「3カ月以上延滞債権」とは

　何らかの理由により、返済されない等の貸出金のことで、現在、決算時に
各金融機関が公表しているリスク管理債権には、「破綻先債権」「延滞債権」

「3カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」があります。

　借り手の倒産（個人の場合は自己破産も）などにより、ろうきんにとって、
返済を受けることが困難になる可能性が高い貸出金のことです。

　今後上記の「破綻先債権」となる可能性が大きい貸出金、あるいは法的・形
式的な破綻の事実は発生していないものの、実質的には自己破産の状態に
陥っている借り手の貸出金のことです。ろうきんにとっては、収入を生まない
貸出金であり、｢将来において償却すべき貸出金に変わる可能性の高い債
権」ということになります。

　借り手に収入が入って来なくなる（会社の業績不振等）などの理由で、ろ
うきんが元金または利息の支払いを3カ月以上受けていない貸出金のこと
です。正常に返済される貸出金以上に、相当の注意をもって管理することが
求められる貸出金です。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由によって経営破綻に陥っている借り手に対する債権および
これに準ずる債権のことです。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、借り手が経営破綻の状態には至っていないもの
の、財務状態・経営成績が悪化して契約に従った債権の元本の回収と利息の
受取りができない可能性が高い債権のことです。

　総与信額（貸出金、外国為替、債務保証見返、与信関係未収利息・仮払金等
融資関連の全科目）のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」および「要管理債権」を除いたもので、借り手の財務状態および経営成
績に特に問題がない債権のことです。

　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「要管理債
権」のうち、預金、有価証券および不動産等の確実な担保ならびに保証機関
等確実な保証先による保証により回収が可能と見込まれる金額のことです。

　将来、債権が回収できなくなる可能性に備えて計上する引当金のことで、
「個別貸倒引当金」と「一般貸倒引当金」があります。貸借対照表上の資産の
部に予め控除項目として表示（△）します。
　「個別貸倒引当金」とは、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危険
債権」について、借り手の資産状況や支払い能力からみて債権の相当部分
が回収できないと見込まれることが明らかになった場合、債権額の一部また
は全部に相当する金額を計上する貸倒引当金のことです。
　「一般貸倒引当金」とは、「要管理債権」について、過去の貸倒実績から求め
た予想損失率に基づいて算定した金額を計上する貸倒引当金のことです。
　なお、引当基準については、貸借対照表の注記事項をご覧ください。

　貸出金のうち、上記の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と「危険債
権」を除いた「3カ月以上延滞債権」と「貸出条件緩和債権」の合計額のこと
です。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは

「危険債権」とは

「要管理債権」とは

「正常債権」とは

「担保・保証等による回収見込額」とは

「貸倒引当金」とは

　リスク管理債権のうち、預金、有価証券および不動産等の確実な担保なら
びに保証機関等の確実な保証先による保証により回収が可能と見込まれる
金額です。

　将来、債権が回収できなくなる可能性に備えて計上する引当金のことで、
「個別貸倒引当金」と「一般貸倒引当金」があります。貸借対照表上の資産の
部に予め控除項目として表示（△）します。
　「個別貸倒引当金」とは、「破綻先債権」と「延滞債権」について、借り手の資
産状況や支払い能力からみて債権の相当部分が回収できないと見込まれる
ことが明らかになった場合、債権額の一部または全部に相当する金額を計上
する貸倒引当金のことです。
　「一般貸倒引当金」とは、「3カ月以上延滞債権」と「貸出条件緩和債権」につ
いて、過去の貸倒実績から求めた予想損失率に基づいて算定した金額を計
上する貸倒引当金のことです。
　なお、引当基準については、貸借対照表の注記事項をご覧ください。

「担保・保証等による回収見込額」とは

「貸倒引当金」とは

「貸出条件緩和債権」とは
　借り手の経営再建または支援を図り、貸出金の回収を促進することなど
を目的として、貸出金利の減免や利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄など、借り手に有利となる取決めを行っている貸出金のことです。(ただ
し、借り手に有利な条件であっても、再建・支援目的でなければ、「貸出条件
緩和債権」には該当しません。) 貸し出したお金は回収されることを前提とし
ている点で、「破綻先債権」と異なります。

貸出金残高に占めるリスク管理債権の割合は0.52％です。
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　2017年度末のリスク管理債権合計は19億98百万円で、貸
出金残高3,805億94百万円に占める割合（リスク管理債権比
率）は0.52％となっています。
　リスク管理債権の内訳は、「破綻先債権」が2億11百万円、
「延滞債権」が16億44百万円、「3カ月以上延滞債権」が1億
42百万円となっています。なお、｢貸出条件緩和債権｣につい
ては、該当がありませんでした。
　リスク管理債権合計19億98百万円に対して、担保･保証等
による回収見込額が19億27百万円となっています。また、
「貸倒引当金」を70百万円引き当てています。その結果、保
全額は19億97百万円となり、リスク管理債権合計の99.94％
をカバーしています。
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■その他有価証券

2017年度末

差　額

債券　

国債

社債

債券　

国債

社債

その他

その他

小計

小計

合　　計

項　　　　目

（単位：百万円）

取得原価貸借対照表
計上額差　額取得原価

2016年度末

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

■子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

■財形貯蓄残高

（単位：百万円）
■定期預金の固定金利・変動金利別内訳残高

2017年度項　　　　目
流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金

合　　計

2017年度

2016年度

2016年度項　　　　目
固定金利定期預金
変動金利定期預金
そ の 他

合　　計

2017年度
残　高 預金に占める割合

2016年度
残　高 預金に占める割合

項　　　　目

（単位：百万円、％）

一 般 財 形
財 形 年 金
財 形 住 宅

合　　計

（注）「預金に占める割合」の分母となる預金残高には譲渡性預金を含
んでいます。

（注）

（単位：百万円）
■預金種類別内訳（平均残高）
預金に関する指標

売買目的有価証券は保有しておりません。

■売買目的有価証券

項　　　　目 2016年度末2017年度末
（単位：百万円）

非 上 場 株 式

合　　計

■時価を把握することが極めて困難と認められる
　有価証券の主な内容および貸借対照表計上額

2017年度末

差　額

国債　

小計

国債　

小計

合　　計

項　　　　目

（単位：百万円）

時　価貸借対照表
計上額差　額時　価

2016年度末

貸借対照表
計上額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの
時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

■満期保有目的の債券

2017年度
項　　　　目

平均残高 構成比

2016年度

平均残高 構成比

（単位：百万円、％）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

貸 付 信 託

投 資 信 託

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合　　計

■有価証券の種類別内訳（平均残高）

2017年度項　　　　目 2016年度
（単位：％）

預証率（期　末　値）

預証率（期中平均値）

■預証率

10年超5年超10年以内1年超5年以内1年以内期間の定めなし項　　　　目 合計

国　　債

地 方 債

短期社債

社　　債

貸付信託

投資信託

株　　式

外国証券

その他の証券

合　計

（単位：百万円）
■有価証券の種類別・残存期間別の残高
有価証券に関する指標

　金銭の信託は保有しておりません。

金銭の信託の時価情報

2017年度項　　　　目
（単位：千円）

国 　 　 債

2017年度項　　　　目

2016年度

2016年度
（単位：千円）

投 資 信 託

■公共債窓口販売実績

■投資信託窓口販売実績

その他の業務に関する指標

　2017年度において、該当する取引はありません。

金融先物取引等･デリバティブ取引･先物外国為替取引等

　連結対象となる子会社等は保有しておりません。

有価証券の時価情報

　ろうきんでは、預金としてお預かりした資金を主として住宅ローンや教育
ローンなどに振り向け、勤労者の借入ニーズに応えていますが、その一部に
ついては、国債等の有価証券の購入に充てています。　
　これらの有価証券については、毎決算期にその価額を適正に評価し、財務
諸表に反映させなければなりません。　
　このため、保有する金融商品は時価会計に基づく決算を実施しています。
金融商品会計に基づく情報については、貸借対照表の注記事項をご覧くだ
さい。　
　なお、時価会計を踏まえた、ここでの貸借対照表計上額は、あくまでも
2017年度末現在の状況であり、今後変動していきます。確定（実現）した損
益でないことをご理解ください。

■商品有価証券の種類別内訳（平均残高）
　当金庫では、証券会社と同じように、国債をお客様に商品として販売
しています。しかし、既に発行された国債などの有価証券を「商品有価
証券」として手持ち在庫にかかえる売買業務、いわゆるディーリングは
行っておりません。

2017年度末

2016年度末

2017年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

社債には事業債が含まれます。

（注）1．
2．

時価は、事業年度末における市場価格等に基づいています。
時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表
には含めておりません。

（注）1．

2．
3．

貸借対照表計上額は、事業年度末における市場価格等に基づく
時価により計上したものです。
社債には事業債が含まれます。
時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表
には含めておりません。

連結情報
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－
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■その他有価証券

2017年度末

差　額

債券　

国債

社債

債券　

国債

社債

その他

その他

小計

小計

合　　計

項　　　　目

（単位：百万円）

取得原価貸借対照表
計上額差　額取得原価

2016年度末

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

■子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

■財形貯蓄残高

（単位：百万円）
■定期預金の固定金利・変動金利別内訳残高

2017年度項　　　　目
流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金

合　　計

2017年度

2016年度

2016年度項　　　　目
固定金利定期預金
変動金利定期預金
そ の 他

合　　計

2017年度
残　高 預金に占める割合

2016年度
残　高 預金に占める割合

項　　　　目

（単位：百万円、％）

一 般 財 形
財 形 年 金
財 形 住 宅

合　　計

（注）「預金に占める割合」の分母となる預金残高には譲渡性預金を含
んでいます。

（注）

（単位：百万円）
■預金種類別内訳（平均残高）
預金に関する指標

売買目的有価証券は保有しておりません。

■売買目的有価証券

項　　　　目 2016年度末2017年度末
（単位：百万円）

非 上 場 株 式

合　　計

■時価を把握することが極めて困難と認められる
　有価証券の主な内容および貸借対照表計上額

2017年度末

差　額

国債　

小計

国債　

小計

合　　計

項　　　　目

（単位：百万円）

時　価貸借対照表
計上額差　額時　価

2016年度末

貸借対照表
計上額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの
時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

■満期保有目的の債券

2017年度
項　　　　目

平均残高 構成比

2016年度

平均残高 構成比

（単位：百万円、％）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

貸 付 信 託

投 資 信 託

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合　　計

■有価証券の種類別内訳（平均残高）

2017年度項　　　　目 2016年度
（単位：％）

預証率（期　末　値）

預証率（期中平均値）

■預証率

10年超5年超10年以内1年超5年以内1年以内期間の定めなし項　　　　目 合計

国　　債

地 方 債

短期社債

社　　債

貸付信託

投資信託

株　　式

外国証券

その他の証券

合　計

（単位：百万円）
■有価証券の種類別・残存期間別の残高
有価証券に関する指標

　金銭の信託は保有しておりません。

金銭の信託の時価情報

2017年度項　　　　目
（単位：千円）

国 　 　 債

2017年度項　　　　目

2016年度

2016年度
（単位：千円）

投 資 信 託

■公共債窓口販売実績

■投資信託窓口販売実績

その他の業務に関する指標

　2017年度において、該当する取引はありません。

金融先物取引等･デリバティブ取引･先物外国為替取引等

　連結対象となる子会社等は保有しておりません。

有価証券の時価情報

　ろうきんでは、預金としてお預かりした資金を主として住宅ローンや教育
ローンなどに振り向け、勤労者の借入ニーズに応えていますが、その一部に
ついては、国債等の有価証券の購入に充てています。　
　これらの有価証券については、毎決算期にその価額を適正に評価し、財務
諸表に反映させなければなりません。　
　このため、保有する金融商品は時価会計に基づく決算を実施しています。
金融商品会計に基づく情報については、貸借対照表の注記事項をご覧くだ
さい。　
　なお、時価会計を踏まえた、ここでの貸借対照表計上額は、あくまでも
2017年度末現在の状況であり、今後変動していきます。確定（実現）した損
益でないことをご理解ください。

■商品有価証券の種類別内訳（平均残高）
　当金庫では、証券会社と同じように、国債をお客様に商品として販売
しています。しかし、既に発行された国債などの有価証券を「商品有価
証券」として手持ち在庫にかかえる売買業務、いわゆるディーリングは
行っておりません。

2017年度末

2016年度末

2017年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2016年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

2017年度末

社債には事業債が含まれます。

（注）1．
2．

時価は、事業年度末における市場価格等に基づいています。
時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表
には含めておりません。

（注）1．

2．
3．

貸借対照表計上額は、事業年度末における市場価格等に基づく
時価により計上したものです。
社債には事業債が含まれます。
時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表
には含めておりません。

連結情報
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